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によって大きく三つのグループに分かれる。Hedberg 系、March 系、Argyris 系であ
る。 


































































































































































































































                                                   





日産 日翔会 1991 192 1,610,542




いすゞ いすゞ協和会 1962 299 331,248
富士重工 スバル雄飛会 1982 180 416,980
ダイハツ ダイハツ協友会 1969 196 535,673
スズキ スズキ協力協同組合 1957 85 847,702
日野 日野協力会 1962 258 78,240
日産
ディーゼル
日産ディーゼル弥生会 1960 59 49,231

















                                                   
2 本田技研は協力会がないので、会員数は主要取引先企業数  











































67 94 71 81 55 109 2 89 3 82 39
日産/日翔会
（192社）
67 90 71 88 81 51 1 55 15 94 44
三菱/三菱自動車柏会
（383社）
94 90 97 109 77 95 3 94 17 105 178
マツダ/洋光会
（190社）
71 71 97 77 65 68 1 62 2 73 64
いすゞ/いすゞ協和会
（299社）
82 88 109 77 86 69 4 96 14 83 128
富士重工業/スバル
雄飛会（180社）
55 81 77 65 86 56 5 53 6 79 47
ダイハツ/ダイハツ
協友会（196社）
109 51 95 68 69 56 5 78 4 78 42
スズキ/スズキ協力
協同組合（85社）
2 1 3 1 4 5 5 2 0 6 72
日野/日野協力会
（258社）
89 55 94 62 96 53 78 2 14 69 103
日産ディーゼル/日産デ
ィーゼル弥生会（59社）
3 15 17 2 14 6 4 0 14 11 26
本田技研/主要
取引先企業（335社）




三菱自動車工業 トヨタ系A 日産系A 独立系A
マツダ トヨタ系A 日産系A 独立系A







































南青山二丁目 1 番 1 号であり、単独売上高は 2 兆 7,177 億円、連結売上高は 8 兆 5,791


































である。本社所在地は埼玉県和光市中央 1-4-1 である。 
















































本社所在地は東京都千代田区大手町二丁目 2 番 1 号であり、連結売上高は 6,388 億円






 本田金属技術は 1963 年に、本田宗一郎の弟である本田弁二郎により設立された、ア
ルミ精密鋳造・機械加工の総合メーカーである。本社所在地は埼玉県川越市的場 1620









業である。本社所在地は大分県別府市大字内竈 1399-1 であり、単独売上高は 18 億円
（2007 年 3 月期）である。本田技研工業へはコンビメーターやウィンカーランプ等を
一次サプライヤー企業を通じて納入しており、本田技研工業の二次サプライヤー企業
である。本田技研工業の特例子会社4であり、従業員 133 名の内、重度障害者が 43 名、
軽度障害者が 18 名を占める。 
管理本部の方にお話を伺った。 
 
3-2-9. ホンダ R＆D 太陽 










































内製率 8.0% 4.0% 6.1% 4.2% 2.6% 3.0%
企業名 スズキ ダイハツ 富士重 日野 日産D
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